
申
告
の
対
象
者

■
平
成
30
年
１
月
１
日
現
在
、
秋
田
市
に
住
ん
で
い
て
、
次
の
①
〜
④
の
い

ず
れ
か
に
当
て
は
ま
る
か
た
(税
務
署
へ
確
定
申
告
す
る
か
た
は
、
市
･

県
民
税
の
申
告
は
不
要
で
す
)

④
平
成
29
年
中
に
所
得
は
な
い
が
、
税
の
証
明
書
の
交
付
や
、
市
が
実
施
す

る
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
た
め
に
必
要
な
か
た

平
成
30
年
度
分
の
市
･県
民
税
の
申
告
を
、
下
記
の
各
会
場
で
受
け

付
け
ま
す
。
昨
年
の
受
付
期
間
中
に
申
告
し
た
か
た
で
、
今
年
も
申

告
が
必
要
と
思
わ
れ
る
か
た
へ
、
２
月
上
旬
に
｢平
成
30
年
度
分
市
民

税
･県
民
税
申
告
書
｣を
お
送
り
し
ま
す
。
同
封
の
｢申
告
の
手
引
き
｣

を
よ
く
読
ん
で
、
正
し
く
記
入
の
上
、
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

市民税･県民税の申告
申告期間▶２月16日(金)〜３月15日(木)

平成30年度分(平成29年１月〜12月の所得にかかるもの)

問い合わせ 市民税課個人市民税担当☎(888)5476

４

市
･県
民
税
の
申
告
日
時
と
会
場

＊
駐
車
場
台
数
に
は
限
り
が
あ
り
ま
す
の
で
、
乗
り
合
わ
せ
や
公
共
交
通

機
関
の
利
用
な
ど
に
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

＊
営
業
所
得
や
農
業
所
得
、
不
動
産
所
得
が
あ
る
か
た
は
、
収
入
や
必
要
経

費
な
ど
の
記
帳
と
帳
簿
書
類
の
保
存
が
必
要
で
す
。
こ
れ
を
も
と
に
、

｢収
支
内
訳
書
｣を
事
前
に
完
成
さ
せ
て
か
ら
お
越
し
く
だ
さ
い
。
｢収
支

内
訳
書
｣が
作
成
さ
れ
て
い
な
い
場
合
は
、
完
成
後
の
受
け
付
け
と
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

申
告
会
場
は
大
変
混
み
合
い
ま
す
。
相
談
の
必
要
が
な
い

か
た
は
、
申
告
書
に
必
要
事
項
を
記
入
･押
印
し
、
必
要
書
類

を
添
付
の
上
、
返
信
用
封
筒
(市
か
ら
送
付
し
た
申
告
書
に
同

封
)で
３
月
15
日
(木)
ま
で
に
、
郵
送
し
て
く
だ
さ
い
。

３
月
５
日
(月)

実
施
日

地
域
別

２
月
16
日
(金)
〜

３
月
15
日
(木)
の
平
日

南
部
市
民

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

東
部
市
民

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

岩
見
三
内
地
区

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

河
辺
市
民

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

雄
和
地
域

雄
和
市
民

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

西
部
市
民

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

河
辺
地
域

西
部
地
域

南
部
地
域

東
部
地
域

北
部
地
域

中
央
地
域

市
役
所
１
階

市
民
ホ
ー
ル 会

場

時
間

北
部
公
民
館

北
部
市
民

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

２
月
16
日
(金)
〜

20
日
(火)
の
平
日

２
月
21
日
(水)

２
月
22
日
(木)
〜

26
日
(月)
の
平
日

２
月
27
日
(火)
〜

３
月
２
日
(金)

①
平
成
29
年
中
に
次
の
所
得
が
あ
っ
た
か
た

自
営
業
や
農
業
な
ど
の
事
業
に
よ
る
所
得
／
地
代
や
家
賃
な
ど
の
不
動

産
に
よ
る
所
得
／
非
上
場
株
式
の
配
当
所
得
／
生
命
･損
害
保
険
の
満

期
･解
約
な
ど
に
よ
る
一
時
所
得
／
個
人
年
金
･原
稿
料
･講
演
料
な
ど
の

雑
所
得
／
土
地
･建
物
な
ど
の
譲
渡
所
得
　
な
ど

②
公
的
年
金
を
受
給
し
て
お
り
、
確
定
申
告
は
し
な
い
が
、
市
民
税
･県
民

税
の
所
得
控
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
か
た

③
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
(パ
ー
ト
･ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む
)で
、
次
の
い
ず
れ
か
に

当
て
は
ま
る
か
た

・
平
成
29
年
中
に
退
職
し
た
後
、
再
就
職
し
て
い
な
い

・
年
末
調
整
に
間
に
合
わ
な
か
っ
た
(付
け
忘
れ
た
)所
得
控
除
を
受
け
る

・
給
与
以
外
に
20
万
円
以
下
の
所
得
が
あ
っ
た

３
月
６
日
(火)
〜８

日
(木)

３
月
９
日
(金)
･12
日
(月)

３
月
13
日
(火)
･14
日
(水)

▼
15:00　

9:00　

いずれの会場も12:00〜13:00は受け付けを休止します

▼
15:00　

9:30　

◆
確
定
申
告
の
会
場
は
、
｢フ
ォ
ー
ラ
ム
ア
キ
タ
｣(中
通
)で
す
→
５
ペ
ー
ジ



チェック　 市･県民税の申告に必要なもの

●電話相談センター 最寄りの税務署におかけいただ
き、音声案内に従って、番号｢０｣＝確定申告に関す
る相談(確定申告時期のみ)、または番号｢１｣＝税金
に関する一般的な相談をお選びください。
u秋田南税務署☎(832)4121
u秋田北税務署☎(845)1161

確定申告書の記入漏れに
ご注意ください
◆確定申告書の所定の欄(右

上･下図の赤枠)に記入漏れ
があると、市･県民税の控除
などが適用されません。

◆給与所得者は、給与以外の所得にかかる市･県民税の
納付方法を選択できます。確定申告書の所定の欄
(右上･下図の黒枠)に納付方法を記入してください。

住宅ローン控除の適用を受けるには、翌年度の個人
市民税･県民税額の通知前に申告してください(平成29
年分の適用を受けるには、平成30年度の個人市民税･
県民税額が通知される前までに申告が必要です)。

通知後に申告された場合、個人市民税･県民税での住
宅借入金等特別税額控除は適用されません。

確定申告書B 第二表

５ 広報あきた　平成30年２月２日号

★｢上場株式等の配当所得等｣や｢上場株式等の譲渡所得

等｣は、平成29年度税制改正により、所得税と個人市･

県民税で異なる課税方式を選択できることが明確化さ

れました。詳しくは、市民税課へお問い合わせを。

確定申告により住宅ローン控除を受けようとするかたへ

確定申告書A 第二表

★セルフメディケーション税制＝健康の保持増進や疾病

予防の取り組みを行うかたが、特定一般用医薬品など

を購入した場合、一定の所得控除が受けられます。

所得税および復興特別所得税
▶２月16日(金)から３月15日(木)まで

贈与税▶２月１日(木)から３月15日(木)まで
消費税および地方消費税(個人事業者)▶４月２日(月)まで

申告書にはマイナンバーの記載が必要です

申告書には、マイナンバーの記載と、本人確認書類
の提示または写しの添付が必要です。なお、｢ｅ-Ｔａｘ

� � � � � �

｣
で申告書の送信を行う場合は、本人確認書類の提示、
または写しの添付は不要です。

期間u２月16日(金)から３月15日(木)までの平日(た
だし、２月18日(日)･25日(日)は開設します)、９:00
〜16:00。15:00までにご来場願います。

税務署に申告書作成会場は設置しません

●申告書作成会場 秋田県労働会館｢フォーラムアキタ｣
(中通六丁目７-36･市民市場近く) …会場に専用駐車場

はありませんので、公共交通機関などでお越しください。

e-Taxはこちらから→http://www.e-tax.nta.go.jp/

平成29年分 定 申 告
申
告
期
間

確


